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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当会社は、法令及び定款に基づき、会社の機関として、株主総会、取締役、取締役会、監

査役、監査役会及び会計監査人を設置する。また、取締役、監査役については、独立性の
ある社外取締役、社外監査役を選任する。

ロ. 取締役会は、原則として毎月１回開催することに加え、必要があるときは随時開催し、重
要な業務執行に関する意思決定を適時に行うとともに、各取締役の職務執行を適切に監督
する。

ハ. 取締役は、財務報告の信頼性を確保し、また会社情報を適正かつ適時に開示するために必
要な体制を整備する。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
　当会社は、取締役の職務の執行に関して様々な媒体で取り扱う業務上の情報について、保存
や廃棄、管理の方法、保存期間、情報システムの運用方法等を規程に定め、当該規程に従って
管理体制を整備して、情報を適切に保存・管理する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎となる規程を定め、リスク管理体制の構築の所管部署を定めるととも
に、事業に関連する様々なリスクの評価・検討を行って適切な対策を講ずるほか、不測の事態
が生じた場合には、迅速正確に事実関係を把握して適切な対応を取り得る体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 経営計画において毎年度の基本的な経営方針を定め、取締役会においてその方針に沿った

業務の進捗を適切に管理する。
ロ. 取締役会は、業務執行の迅速化と責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会

が決定した特定の業務領域における業務を執行させる。
ハ. 各取締役の責任・権限及び業務の基本的枠組みを明確にして、意思決定を迅速かつ適正に

行い、業務執行を効率的に行う。
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⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. コンプライアンスを尊重する社内風土を醸成するため、「リスク管理・コンプライアンス

規程」を制定してリスク管理・コンプライアンス推進委員会を設置し、定期的及び必要に
応じて当会社のコンプライアンスの状況を調査し、必要に応じて取締役会に対して改善を
勧告する。また、コンプライアンスに関する使用者の意識を高めるため、適時に教育啓蒙
を行う。

ロ. コンプライアンス違反やその恐れのある場合を早期に発見し、またそれを未然に防止する
ため、通報を受け付ける窓口を設置して、速やかに問題を把握するよう努め、適切に対処
する。

ハ. 業務における適法・適正な手続き・手順を明示した社内規程・マニュアルなどを整備し、
運用する。

ニ. 業務執行部門から独立した内部監査部門による内部監査を実施し、適法・適切な業務運営
が行われていることを定期的に確認する。

⑥ 当会社及び当会社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当会社と子会社との間においては、相互に緊密な連携を保って経営を円滑に遂行するよう努

め、グループ全体としての業務の適正及び業績の向上を目指す。
ロ. 当会社及びその子会社からなる企業集団として、グループ経営管理上必要な事項について、

子会社に当会社との事前協議・報告を求める社内規程を整備し、適切に運用する。
ハ. 当会社のリスク管理体制の基礎となる規程において、子会社特有のリスクの評価・検討・対

策についても必要な措置を講じるべきことを定め、グループ全体でのリスク管理を行う。
ニ. 当会社は、子会社に対し、取締役及び使用人の職務執行の適正を確保するためにコンプライ

アンス等に関する方針を提示し、必要な体制の整備を求める。また、当会社のコンプライア
ンスにかかる通報受付窓口において、各子会社からの通報も受け付ける。

ホ. 当会社は、当会社の監査役が各子会社の監査役に就任し、もしくは、各子会社の監査役との
情報交換を緊密にし、企業集団の監査の実効性を確保できる体制の整備に努める。

ヘ. 当会社の内部監査部門が、適宜、各子会社の内部監査を実施する。

⑦ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役への報告に関する事項
ⅰ 取締役及び執行役員は、監査役が取締役会その他重要な会議に出席できるよう配慮し、監

査役が求める事項について取締役等から適宜報告する。また、取締役及び使用人は、監査

－ 2 －



役の求める決裁書類及び関係資料の閲覧に応じ、必要な説明を行う。
ⅱ 取締役は、内部監査部門の実施する内部監査の計画、内部監査実施状況及びその結果につ

いて、監査役に報告を行う。
ⅲ 監査役に対する資料提供や報告等を行ったことによって、当該報告者に対する人事上その

他の不利益な取扱いは行わない。
ロ. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
ⅰ 監査役の職務を補助する使用人の任命・異動については、監査役の意見を最大限に尊重す

る。
ⅱ 監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行う。監査役を補助する

使用人を兼務する使用人は、監査役の指示業務を優先して職務に従事する。
ⅲ 監査役の職務を補助する使用人に対する人事考課においては、監査役の意見を最大限に尊

重する。
ハ. 監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項

監査役の職務の執行について必要な費用は、当会社が負担する。

⑧ 反社会的勢力の排除に向けた取組み
　当会社は、法令及び社会規範を遵守し、良識ある企業活動を行う。市民社会の秩序や安全に
脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含め関係を持たない。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 会社の機関として、株主総会、取締役、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設

置しております。また、取締役、監査役については、社外取締役２名、社外監査役２名を
選任しております。

ロ. 取締役会は、原則として毎月１回開催することに加え、必要があるときは随時開催し、重
要な業務執行に関する意思決定を適時に行うとともに、各取締役の職務執行を適切に監督
しております。

ハ. 取締役は、財務報告の信頼性を確保し、また会社情報を適正かつ適時に開示するために必
要な体制を整備しております。また、その運用状況を内部監査部門が監査しております。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
　当会社は、取締役の職務の執行に関して様々な媒体で取り扱う業務上の情報について、保存
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や廃棄、管理の方法、保存期間、情報システムの運用方法等を文書管理規程に定め、当該規程
に従って管理体制を整備して、情報を適切に保存・管理しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎となる規程としてリスク管理・コンプライアンス規程を制定しており
ます。また、四半期毎にリスク管理・コンプライアンス推進委員会を開催し、必要な措置を講
じております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 経営計画において毎年度の基本的な経営方針を定め、取締役会においてその方針に沿った

業務の進捗を適切に管理しております。
ロ. 取締役会は、業務執行の迅速化と責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会

が決定した特定の業務領域における業務を執行させております。
ハ. 各取締役の責任・権限及び業務の基本的枠組みを明確にして、意思決定を迅速かつ適正に

行い、業務執行を効率的に行っております。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. コンプライアンスを尊重する社内風土を醸成するため、リスク管理・コンプライアンス規

程を制定してリスク管理・コンプライアンス推進委員会を設置し、定期的及び必要に応じ
て当会社のコンプライアンスの状況を調査し、必要に応じて取締役会に対して改善を勧告
しております。また、コンプライアンスに関する使用者の意識を高めるため、適時にコン
プライアンス研修を行っております。

ロ. コンプライアンス違反やその恐れのある場合を早期に発見し、またそれを未然に防止する
ため、内部通報制度を制定して、速やかに問題を把握するよう努め、適切に対処しており
ます。

ハ. 業務における適法・適正な手続き・手順を明示した社内規程・マニュアルなどを整備し、
運用しております。

ニ. 業務執行部門から独立した内部監査部門による内部監査を実施し、適法・適切な業務運営
が行われていることをリスク管理・コンプライアンス推進委員会にて定期的に確認してお
ります。
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⑥ 当会社及び当会社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当会社と子会社との間においては、相互に緊密な連携を保って経営を円滑に遂行するよう

努め、グループ全体としての業務の適正及び業績の向上を目指しております。
ロ. 当会社及びその子会社からなる企業集団として、グループ経営管理上必要な事項につい

て、子会社に当会社との事前協議・報告を求めるため、関係会社管理規程を整備し適切に
運用しております。

ハ. 当会社のリスク管理・コンプライアンス規程において、子会社特有のリスクの評価・検
討・対策についても必要な措置を講じるべきことを定め、グループ全体でのリスク管理を
行っております。

ニ. 当会社は、子会社に対し、取締役及び使用人の職務執行の適正を確保するためにコンプラ
イアンス等に関する方針を提示し、必要な体制の整備を求めております。また、当会社の
コンプライアンスにかかる内部通報制度において、各子会社からの通報も受け付けており
ます。

ホ. 当会社は、当会社の監査役が各子会社の監査役に就任し、企業集団の監査の実効性を確保
できる体制の整備に努めております。

ヘ. 当会社の内部監査部門が、適宜、各子会社の内部監査を実施しております。

⑦ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役への報告に関する事項
ⅰ 取締役及び執行役員は、監査役が取締役会その他重要な会議に出席できるよう配慮し、監

査役が求める事項について取締役等から適宜報告しております。また、取締役及び使用人
は、監査役の求める決裁書類及び関係資料の閲覧に応じ、必要な説明を行っております。

ⅱ 取締役は、内部監査部門の実施する内部監査の計画、内部監査実施状況及びその結果につ
いて、取締役会及び内部監査室を通じて監査役に報告を行っております。

ⅲ 監査役に対する資料提供や報告等を行ったことによって、当該報告者に対する人事上その
他の不利益な取扱いは行わないよう努めております。

ロ. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査役の職務を補助すべき専任の使用人は選任しておりませんが、内部監査室及び法務部
が実質的に監査役の補助業務を行っております。

ハ. 監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項
監査役の職務の執行について必要な費用は、当会社が負担しております。
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⑧ 反社会的勢力の排除に向けた取組み
　当会社は、法令及び社会規範を遵守し、良識ある企業活動を行っております。市民社会の秩
序や安全に脅威を与える反社会的勢力と取引関係を含め関係を持たないよう取引開始前に反社
チェックを実施しております。
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(2021年４月 １日から
2022年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資
本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
圧 縮
積 立 金

圧 縮
特別勘定
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 169,110 251,512 － 251,512 20,000 510,000 821,114 － 4,694,456 6,045,571

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 540,684 540,684 540,684

圧縮積立金の積立 201,735 △201,735 －

圧縮積立金の取崩 △7,060 7,060 －
圧縮特別勘定積立
金 の 積 立 714,243 △714,243 －

剰 余 金 の 配 当 △335,453 △335,453

当 期 純 利 益 1,562,890 1,562,890

自 己 株 式 の 処 分 9,546 9,546

当 期 変 動 額 合 計 540,684 540,684 9,546 550,230 － － 194,674 714,243 318,518 1,227,436

当 期 末 残 高 709,794 792,196 9,546 801,743 20,000 510,000 1,015,789 714,243 5,012,974 7,273,007

株 主 資 本 純 資 産
合 計自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △200,765 6,265,428 6,265,428

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,081,368 1,081,368

圧縮積立金の積立 － －

圧縮積立金の取崩 － －
圧縮特別勘定積立
金 の 積 立 － －

剰 余 金 の 配 当 △335,453 △335,453

当 期 純 利 益 1,562,890 1,562,890

自 己 株 式 の 処 分 200,765 210,312 210,312

当 期 変 動 額 合 計 200,765 2,519,116 2,519,116

当 期 末 残 高 － 8,784,545 8,784,545

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式
　移動平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によっ
ております。

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

 ①　建物及び信託建物
　定額法を採用しております。ただし、1998年４月１日より前に取得した建物（建物附属設備を
除く）及び2016年４月１日より前に取得した建物附属設備については、定率法を採用しておりま
す。

②　構築物
　定額法を採用しております。ただし、2016年４月１日より前に取得した構築物については、定
率法を採用しております。

③　その他の有形固定資産
　定率法を採用しております。

④　主な耐用年数
建物及び信託建物　　６～47年
構築物　　　　　　　４～20年
機械及び装置　　　  10～17年
車両運搬具　　　　　２～ ６年
工具、器具及び備品　３～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいて償却しております。

（３）リース資産（所有権移転外ファイナンスリース取引に係る資産）
　 リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率で計上するほか、貸倒懸念
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債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
（２）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担分を計上しております。
（３）役員退職慰労引当金

　役員の退職に伴う慰労金の支給に備えるため、内規に基づき当事業年度末における要支給額を計上
しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

（１）　不動産管理事業
①　管理受託契約に基づく役務提供

　当社は、オーナー様との管理受託契約に基づき、プロパティマネジメントサービス、ビルメンテナ
ンスサービス及びその他の管理サービスを提供しております。
　当社のプロパティマネジメントサービスの履行義務は、管理受託契約に基づき賃料収納、入退去管
理、入居者管理等のサービスを提供することであり、当社は管理受託契約期間にわたり収益を認識し
ております。
　当社のビルメンテナンスサービスの履行義務は、管理受託契約又は顧客からの依頼に基づき清掃、
設備の保守点検等のサービスを提供することであり、当社は管理受託契約期間にわたり又は役務提供
完了時点で収益を認識しております。
　当社のその他の管理サービスの履行義務は、更新事務手続、保証会社の業務代行手続、その他の事
務手続等のサービスをオーナー様又は入居者様に提供することであり、当社は役務提供完了時点で収
益を認識しております。

②　工事契約の実施
　当社は、工期が1年以内の短期工事及び原状回復工事を実施しております。
　当社の工事の履行義務は工事の完成引渡しであり、当社は、工事完成引渡し時点で収益を認識して
おります。なお、原価回収基準については適用しておりません。

③　その他の契約に基づく役務提供
　当社のその他の契約に基づく役務提供については、それぞれの契約に応じて役務提供完了時点又は
契約期間にわたり収益を認識しております。

（２）　不動産賃貸事業
　当社は不動産賃貸事業において、賃貸借契約に基づく賃料収入を計上するほか、賃貸借契約に付帯
して役務を提供しており、それぞれの契約内容に応じて役務提供完了時点又は契約期間にわたり収益
を認識しております。
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科　　　目 当事業年度
有 形 固 定 資 産 44,207,357
無 形 固 定 資 産 55,113
減 損 損 失 366,687

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理

控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。

【会計方針の変更に関する注記】
１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。これによる損益及び繰
越利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた
「未成工事受入金」は、「契約負債」として表示しております。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。なお、これによる計算書類に
与える影響はありません。
　また、金融商品に関する注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うことといたしました。

【重要な会計上の見積りに関する注記】
１．固定資産の減損会計

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：千円）

（注）１.千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２.減損損失の計上について

当社は、当事業年度において自社運営ホテルの悠旅に関して減損損失366,687千円を計上して
おります。悠旅については、前事業年度において新型コロナウイルス感染症の影響について
2024年3月期にホテル需要が正常化するとの仮定に基づき会計上の見積りを行っておりました
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当事業年度
過 年 度 減 損 済 の 物 件 1,127,500
そ の 他 の 賃 貸 物 件 146,328

計 1,273,828

が、2022年初頭に新型コロナウイルス感染症拡大の第６波に直面し、将来の見通しが不透明に
なったことを受けて、今後の戦略を再検討いたしました。その結果、ホテル需要の回復には相当
の期間を要すると判断したため、2022年３月15日開催の取締役会においてホテルの閉鎖を決議
し、減損損失を計上しております。

　上記のうち、減損の兆候がある固定資産（２物件）の貸借対照表計上額は、以下のとおりです。
（単位：千円）

（注）千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　識別した項目に係る会計上の見積りの内容については、以下のとおりです。

① 過年度減損済の物件
　過年度減損済の物件（１物件）については、固定資産の帳簿価額を不動産鑑定評価額まで減額
しております。不動産鑑定評価の前提となる条件が変動した場合には追加で減損損失が発生する
可能性があります。

② その他の賃貸物件
その他の賃貸物件（１物件）については、当事業年度の実績及び翌事業年度の予算に基づき、
割引前将来キャッシュ・フローを見積もっております。
ⅰ　主要な仮定

　上記物件は、居住用の部屋が大部分を占めることから、新型コロナウイルス感染症の影響
は軽微であると見込まれます。そのため、当該物件については、新型コロナウイルス感染症
の影響を考慮しない前提で割引前将来キャッシュ・フローを見積もっております。

ⅱ　感応度分析
　上記物件については、割引前将来キャッシュ・フローが想定より10％下回った場合にお
いても割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回ることから、翌事業年度において重
要な減損損失が発生する可能性は低いと判断しております。

【追加情報】
１．固定資産の譲渡及び賃借

　当社は、2021年７月30日付で当社が保有する土地を信託し、同日に当該信託受益権を譲渡しておりま
す。なお当社は譲渡後信託受託者から当該土地を賃借しております。
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資産の名称 第37長栄クレメント五条 第45長栄シャルト五条
所在地 京都市下京区中堂寺坊城町17番２ 京都市下京区中堂寺坊城町２番２
資産の内容 土地　704.34㎡ 土地　1,219.91㎡
現況 賃貸等不動産 賃貸等不動産
賃借予定期間
（内、解約不能期間）

2021年７月30日～2071年７月29日
(2021年７月30日～2031年７月29日)

2021年７月30日～2071年７月29日
(2021年７月30日～2031年７月29日)

資産の名称 八田マンション
所在地 名古屋市中村区岩塚町字西枝

資産の内容 購入及び譲渡資産　土地　2,933.83㎡
購入資産　　　　　建物　3,496.1㎡

賃借予定期間
（内、解約不能期間）

2021年９月29日～2071年９月28日
(2021年９月29日～2031年９月28日)

（１）譲渡資産の概要

（２）会計処理の概要
　当社は、譲渡価額のうち不動産鑑定評価額に基づく適正な価額による部分については、売買処理を行
っております。また、譲渡価額のうち上記適正な価額を上回る部分については、長期前受収益に計上し
ております。長期前受収益は、土地の賃料の支払いに応じて、契約賃料と不動産鑑定士の調査による適
正賃料との差額を償却し、支払賃料と相殺しております。

２.　固定資産の取得、譲渡及び賃借
　当社は、2021年９月29日付で、土地及び建物の信託受益権を取得し、同日土地の信託受益権を譲渡し
ております。なお、当社は譲渡後信託受託者から当該土地を賃借しております。また、建物については同
日信託契約を解約しております。

（１）購入資産、譲渡資産の概要

（２）会計処理の概要
　当社は、譲渡価額のうち不動産鑑定評価額に基づく適正な価額による部分については、売買処理を行
っております。また、譲渡価額のうち上記適正な価額を上回る部分については、長期前受収益に計上し
ております。長期前受収益は、土地の賃料の支払いに応じて、契約賃料と不動産鑑定士の調査による適
正賃料との差額を償却し、支払賃料と相殺しております。
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建　　物 19,718,237 千円

信託建物 224,875

土　　地 17,875,921

信託土地 137,713

　 計 37,956,748

１年内返済予定の長期借入金 1,718,095 千円

長期借入金 36,732,311
　 計 38,450,406

9,359,988 千円

短期金銭債権 28,374 千円

長期金銭債権 －

短期金銭債務 45,644

長期金銭債務 576

金銭債権 524 千円

【貸借対照表に関する注記】
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務

２．有形固定資産の減価償却累計額

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務
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営業取引による取引高
売上高 125,363 千円
売上原価 351,733
その他の営業費用 4,494
営業取引以外の取引による取引高 51,987

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数
　　普通株式 4,466,300 株

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　普通株式 － 株

３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　2021年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しました。

① 配当金の総額 335,453千円
② １株当たり配当額 91円
③ 基準日 2021年3月31日
④ 効力発生日 2021年6月30日
⑤ 配当原資 利益剰余金

４．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　　2022年６月29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
　　提案しております。

① 配当金の総額 468,961千円
② １株当たり配当額 105円
③ 基準日 2022年3月31日
④ 効力発生日 2022年6月30日
⑤ 配当原資 利益剰余金

５．当事業年度の末日における新株予約権 (権利行使期間の初日が到来していないものを除く。) の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 340,000株

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高

【株主資本等変動計算書に関する注記】
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繰延税金資産
未払事業税 34,920 千円
賞与引当金 19,500
長期前受収益 484,468
減損損失 173,242
役員退職慰労引当金 291,671
繰延消費税等 52,098
資産除去債務 137,942
その他 21,441
繰延税金資産小計 1,215,287
評価性引当額 △61,524
繰延税金資産合計 1,153,762

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △118,187
圧縮積立金 △445,778
圧縮特別勘定積立金 △313,445
その他 △124,369
繰延税金負債合計 △1,001,780

繰延税金資産の純額 151,981

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主として金融機関
からの借入によっております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理体制
　借入金は主に自社物件の取得を目的とした資金調達であり、物件から生じる収益で返済できるよう管
理しております。借入金は主に変動金利によっているため金利変動リスクに晒されておりますが、金利
動向を随時把握し適切に管理しております。また、借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当
社では借入金の返済額を各物件の収支差額から得られる資金の範囲内に抑えることにより適切に管理し
ております。
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貸借対照表計上額 時価 差額

長期借入金
（１年内返済予定含む） 38,539,038 38,539,036 △1

区分 当事業年度（千円）
関係会社株式 38,109

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 38,539,036 － 38,539,036

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

（＊１）現金及び預金については、現金であること及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。

（＊２）市場価格のない株式等は、上記には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下
のとおりであります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方
法によっており、レベル２の時価に分類しております。なお、長期借入金のうち、変動金利によるもの
は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後大きく異なっていないことから、時
価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
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貸借対照表計上額 当事業年度末における時価
42,867,358 48,643,692

報告セグメント
合計

不動産管理事業 不動産賃貸事業
顧客との契約から生じる収益
　 管理収入 1,516,437 － 1,516,437
　 工事売上 1,515,479 － 1,515,479
　 その他の売上（注） 409,135 256,275 665,410

計 3,441,052 256,275 3,697,327
その他の収益
　 家賃収入等 － 4,778,163 4,778,163

計 － 4,778,163 4,778,163
外部顧客への売上高 3,441,052 5,034,438 8,475,491

【賃貸等不動産に関する注記】
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、京都市その他の地域において、賃貸用のマンション・オフィスビル・ホテル（土地を含む）を有
しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当事業年度末における時価に関し、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づく金額であります。また、重要性の乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価
格を反映していると考えられる指標に基づく金額であります。

３．貸借対照表計上額には資産除去債務（387,500千円）を含んでおります。

【収益認識に関する注記】
１．収益の分解情報

（単位：千円）

（注）不動産管理事業のその他の売上の内容は、仲介収入、業務委託収入、会費収入、手数料収入等でありま
す。また、不動産賃貸事業のその他の売上の内容は、ホテル売上、家賃収入（水道料）、コインパーキン
グ収入等であります。
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２　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社の契約、履行義務及び履行義務の充足時点に関する情報は、個別注記表（重要な会計方針に係る事項
に関する注記　４．重要な収益及び費用の計上基準）に記載のとおりであります。
　当社は、履行義務の充足後概ね1ヶ月以内に対価を受領しております。なお、外壁改修工事など一部の工
事契約については、履行義務の充足前に対価の一部を着手金又は中間金として受領しております。

３　当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（１）　契約負債の残高等

　契約負債は、工事契約について、履行義務の充足前に受領した対価の一部であります。
　当事業年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、55,231千円
であります。

（２）　残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を
省略しております。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額         1,966円85銭
１株当たり当期純利益         400円96銭
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